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県・市町村協働の地域づくり

秋田県総務企画部市町村課



全庁体制で取組

協働の地域づくり推進方針骨子（案）

【方針策定の目的】

　 住民サービスの向上、地域の自
立・活性化、県勢の発展等に向
け、県・市町村協働の地域づくりを
進めるための基本的な方策を定め
る。

基 本 的 な 方 策

　【連携・協力体制の強化】

　①　協働政策会議の設置

　②　機能合体の推進

　③　人的交流等の強化  など

　【市町村に対する支援】

 ①自立・活性化に向けた地域づくりの支援
 　　・合併によるまちづくりを支援
 　 ・定住自立圏の取組を支援
 　 ・過疎市町村の個性的なまちづくりを支援
 　 ・権限移譲の推進　など

 ②財政的支援
 　　・市町村振興資金の効果的な運用
 　 ・県独自の財政支援措置創設　など

　　　　　　　　　　　　　　協働の地域づくり推進本部（本部長：知事）
　　　　　　　　　　　協働の地域づくり推進地方部（部長：地域振興局長）

全庁的体制で取組



県・市町村の機能合体等に
よる事務事業について



　機能合体の目指す
　もの

住民サービス
の向上

事務事業の効
果的・効率的実
施

行政コストの縮
減

　　県
市町村

合　　意

民　　間

　　重複等している事務について・・・・・・

　　協定締結、協議会設置、職員派遣、一部事務組合設置な
　どにより

　　　　　　　　　　　　　　　　　　連携・一体化して処理

県・市町村が対等の立場で、双方の事情を尊重しながら進めます。



〈 観 光 振 興 〉

地域観光振興連絡協議会（仮称）地域観光振興連絡協議会（仮称）
平成２１年度

協議会を立ち上げて、協

働事業の実施検討を行う。

市 町 村 地域振興局観光連盟 観光協会観光課

《協働のモデル事業分野例》

【情報発信】 【商品造成】 【人材育成】

〔中期的検討項目〕 共同で広域観光を推進する組織の設置

市 町 村 地域振興局観 光 連 盟 観 光 協 会観 光 課平成２２年度以降

・広域・滞在型観光に
対応した事業推進
・メニューの拡大と
効率的な事業展開



　　　　〈地　方　税　徴　収　対　策〉

　【Ａ　市】

・市税の賦課徴収
・滞納整理

　【Ｂ　町】

・町税の賦課徴収
・滞納整理

大口滞納案件

悪質滞納案件

　　　　○業務内容
　　　　　　 ・滞納処分に向けた財産調査
　　　　　・滞納処分（差押、捜索、公売等）
　　　　　・滞納整理に関する研修の実施等

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 専任
　　　　派遣

秋田県地方税滞納整理機構（仮称）

　【県】

・県税の賦課徴収
・市町村への短期派遣
・合同滞納整理
・共同催告

引

継 　協 働
　処 理

大口・悪質滞納事案

【効果】
　○徴収強化による未納額の縮減
　○市町村職員の徴収に係る意識と技術の向上
　○滞納処分の執行停止等の徴収緩和策の推進

【スケジュール】

・平成２１年度
　機構の設置形態等の検
　討、設置準備
・平成２２年度
　機構設置、業務開始



　　　　〈各　種　相　談　業　務〉

住　　　　民

市　町　村　相　談　窓　口
（福祉、健康、ＤＶ、消費生活

に係る相談）

県福祉環境部
（福祉事務所・
保健所）

県福祉相談
センター

県児童相談所 県女性相談所 県生活センター

　【スケジュール】
 ・平成２１年度
 　県・市町村のセキュリティー対策、設置台数協議

 ・平成２２年度
 　ＷＥＢ会議システム導入・運用

　効　果

 ○住民に身近な市町村での相談業務のワンス
　 トップ化・利便性の向上

 ○県全体としての相談体制の強化

●  ＷＥＢ会議システムとは・・・

　 インターネットに接続したパソコン、Webカメラ、マイク＆ス
 ピーカーにより、パソコン相互間でテレビ電話などを利用し
 て会議（相談）ができるシステム

　※参考
　　WEB会議システム関係経費
　
○導入コスト　１台当たり　８６，９００円
○運用コスト　１台当たり　３７，８００円／年
　　（パソコン、ＬＡＮ改修別途）

ＷＥＢ会議システム



　　〈消　費　生　活　相　談〉

住　　　民

　　　　　　市　町　村

　県北生活相談センター(仮称)

　　○県相談員(有資格者)の配置

　　○市町村職員の短期研修実施

　
　

　　　　　　　　　生 活 セ ン タ ー

　　　○相談内容等情報の集約・共有化
　　　　(相談センター・市町村とのネットワーク)

　　　○人材育成のための企画・研修実施

　　　○困難事案への対応検討・支援

　　　　　【想定スケジュール】

　平成２２年度
　○生活相談センター設置場所の選定
　○有資格相談員（県）の養成等

　平成２３年度
　○生活相談センター設置
　○市町村職員の受入

　　　　　　　　【効　果】

○住民に身近な市町村で専門
　的な相談体制が整備（専門
　性のスキルアップ）

○市町村相談担当者の継続的
　な養成

○生活相談センターの設置に
　よる、より広域的な消費者
　保護体制の整備

　県南生活相談センター(仮称)

　　○県相談員(有資格者)の配置

　　○市町村職員の短期研修実施

ＷＥＢ会議
システムの
活　　　用

相談対応相談対応相談対応

住

民

相
談
対
応

職員派遣・復帰 職員派遣・復帰

（窓口体制の強化）



　　　　　〈職　員　研　修〉

  意 見 集 約

  意 見 集 約

【秋田県市長会】

Ａ市 Ｂ市

Ｃ町 Ｄ村

【秋田県町村会】

　組織体制（例）
　　　会　長：県自治研修所長
　　　副会長：県市町村課長、県人事課長
　　　委　員：市長会事務局長、町村会事務局長
　　　　　　　　３市町村程度の研修担当課長

　協議事項
　　　合同研修の企画等（カリキュラム、費用負担、職員派遣等）

秋田県・市町村職員研修協議会(仮称)

　　【事務局＝県自治研修所】
　
　　　○合同研修の実施
　　　　　（具体的計画の策定、講師依頼等）

　　　○体制
　　　　　県職員、市町村職員（３名程度、持ち回り）

職

員

派

遣

協
議
参
画

協
議
参
画

【スケジュール】

・２１年１０月　県・市長会・町村
　会等による合同研修検討会議
　（～２２年３月）

・２２年３月　協議会設置

【効果】
　・スケールメリットを生かした効果的な研修（カリキュラムの多様化、内容の充実、講師
　　依頼コスト等の削減）
　・オール秋田の自治体職員の能力の底上げ
　・県・市町村職員の交流による様々な情報の共有等
　



　　　　〈下　水　道〉

　Ｃ　町

　Ｂ　町

　Ａ　市

公共下水道
（流域関連）

農業集落排水（単独）→流域接続

公共下水道（単独）→流域接続
○
○
流
域
下
水
道

【推進組織】
　秋田県生活排水処理事業連絡協議会（仮称）
　　　（２１年度設置）

　・県の流域下水道に接続可能な市町村
　　単独公共下水道等の汚水の受入

　・県、市町村が一体となった広域的な汚
　　泥処理

　・下水道等への接続率向上のための
　　キャンペーンの実施

○　○　川

効　果

○市町村下水道経営の効率化

○県民の生活環境の向上、水
　質環境の改善

○○流域下水道
終末処理場

合併浄化槽（単独）
→汚泥広域処理



　　　　〈道　路　維　持〉

Ⅰ　道路の交換除雪の推進

路線数 延長 路線数 延長
Ｈ２０ 44 ５１．２ｋｍ 32 ４２．７ｋｍ
Ｈ２１（予定） 53 ７１．５ｋｍ 42 ５１．９ｋｍ
※今後も効率化できる道路ネットワークを精査する。

県が市町村道を除雪 市町村が県道を除雪

Ⅰ　道路の交換除雪の推進

　他の路線と離れていて除雪車の空走行が発生　　　　　　　　　市町村道と一体で除雪可

県道

市町村道

市町村道の例 県管理路線の例

交換除雪

Ⅱ　道路パトロール

【対象】
　○国県道と一体となって重要なネット
　　ワークを担う市町村道等

【県の役割】

　○周辺の国県道と併せて道路パト
　　ロール及び重要構造物の点検等を
　　実施
　○パトロール結果等を市町村に伝達

【市町村の役割】
　○県の情報に基づき、市町村道を維
　　持管理

効　果
　○道路除排雪の合理化・効率化
　○ネットワークとしての維持管理機能の
　　強化
　○利用者に対するサービスレベルの向
　　上

道路維持管理連絡協議
会（仮称）
　　（２１年度中設置）

協議・調整

協議・調整
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